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● 会社以外の法人については「正味財産増減計算書」、「収支計算書」などを基に記入してください。

なお、別途「損益計算書」を作成している場合は「損益計算書」の該当金額も含めて記入してください。

● 平成 27 年に事業所を移転している場合は、移転前と移転後の金額の合計を記入してください。

● 「本所・本社・本店」については「支所・支社・支店」を含めた組織全体の金額を記入してください。

項 目 会社以外の法人 
法人でない団体、 

外国の会社 

① 売上（収入）金額 ・ 経常収益を記入してください。 

※  「宗教」については、宗教法人法第６条第２項に規定する公

益事業以外の事業に係る収入（例：駐車場収入、借地・借家等

の収益事業の収入）を記入してください。喜捨、お布施、献金、

玉串料などは含めません。 

・ 経常収益を記入してください。 

※  「宗教」については、宗教法人法第６

条第２項に規定する公益事業以外の事

業に係る収入（例：駐車場収入、借地・

借家等の収益事業の収入）を記入して

ください。喜捨、お布施、献金、玉串料

などは含めません。 

② 費用総額（売上原価＋

販売費及び一般管理費）

・ 経常費用を記入してください。 ・ 記入不要です。 

③ うち売上原価 ・ 記入不要です。 ・ 記入不要です。 

主
な
費
用
項
目 

④ 給与総額 ・ 売上原価（人件費、製造原価に含まれる労務費）、販売費・一般管理費に含まれるものを記入してください。

・ 役員（非常勤を含む）及び従業者（臨時雇用者を含む）に対する給与（所得税・保険料等控除前の役

員報酬、役員賞与（賞与引当金繰入額を含む）、労務費、給与、賞与（賞与引当金繰入額を含む）、手当、

賃金等）の総額を記入してください。ただし、退職金は含みません。 

・ 別経営の事業所に出向・派遣している従業者に支給している給与を含みます。 

⑤ 福利厚生費

（退職金を含む） 

・ 会社負担の法定福利費（厚生年金保険法、健康保険法、介護保険法、労働者災害補償保険法等によるも

の）、福利施設負担額、厚生費、現物給与見積額、退職給付費用、退職金等の総額を記入してください。 

⑥ 動産・不動産賃借料 ・ 土地、建物、機械等の賃借料の総額を記入してください。

・ 経理上売買扱いとなっているリース支払額は含みません。 

⑦ 減価償却費 ・ 固定資産に係る減価償却費を記入してください。「売上原価」、「販売費及び一般管理費」それぞれに計

上された減価償却費の合計になります。 

⑧ 租税公課

（法人税、住民税、 

事業税を除く） 

・ 営業上負担すべき固定資産税、自動車税、印紙税等の総額を記入してください。 

・ 収入課税の事業税（電気業、ガス業）はここに含めます。 

・ 税込経理の方法をとっている場合の納付すべき消費税については、ここに含めます。 

・ 法人税、住民税、所得課税の事業税は含みません。 

⑨ 外注費 ・ 業務の一部又は全部を他の企業へ委託、下請け、その他の形式で発注した経費を記入します。 

・ 人材派遣会社への支払いも含みます。 

⑩ 支払利息等 ・ 借入金等に対する支払利息等の総額を記入してください。 

10 売上（収入）金額、費用総額及び費用項目「個人経営以外」 

● 「確定申告」を参考にして記入することができます。各項目と「確定申告」との対応は、下表の科目の番号を

参照してください。

● 平成 27 年に事業所を移転している場合は、移転前と移転後の金額の合計を記入してください。

● 「本所・本社・本店」については「支所・支社・支店」を含めた組織全体の金額を記入してください。

項 目 
青色申告 白色申告 

（一般用） （現金主義用） （不動産所得用） （一般用） （不動産所得用）

① 売上（収入）金額 科目① 科目④ 科目④ 科目④ 科目⑤ 

② 費用総額（売上原価＋経費計） 科目⑥＋科目32 科目⑫ 科目⑱ 科目⑨＋科目⑱ 科目⑫ 

主
な
費
用
項
目 

③ 給料賃金（専従者給与を除く） 科目⑳ 科目⑥ 科目⑪ 科目⑪ 科目⑥ 

④ 地代家賃 科目㉓ 科目⑧ 科目⑩ 科目⑮ 科目⑨ 

⑤ 減価償却費 科目⑱ 科目⑨ 科目⑧ 科目⑬ 科目⑦ 

⑥ 租税公課 科目⑧ 科目⑤ 科目㋑ 科目㋑ 

  ※ 「宗教」については、宗教法人法第６条第２項に規定する公益事業以外の事業に係る収入（例：駐車場収入、

借地・借家等の収益事業の収入）を記入してください。喜捨、お布施、献金、玉串料などは含めません。 

10 売上（収入）金額、費用総額及び費用項目「個人経営」 

● 平成 27 年１月から 12 月までの１年間について記入してください。
※ 平成 27 年１月から 12 月までの１年間で記入できない場合は、平成 27 年を最も多く含む決算期間について記入してください。

※ 営業期間が１年に満たない場合であっても記入してください。

● 「①売上（収入）金額」欄及び「②費用総額」欄は、金額が５千円未満又は金額がない場合は「０」万円と記入してください。

● 税務情報につきましては、「申告書等閲覧サービスの実施について（事務運営指針）」により本人及び税理士

など代理人以外は閲覧できない制度となっておりますので、本調査での回答をお願いします。

※ 「申告書等閲覧サービスの実施について（事務運営指針）」の詳細は、国税庁のホームページをご覧ください。

申告書 閲覧サービス 

記入上の注意 

平成 28 年経済センサス‐活動調査『調査票の記入のし
かた』【10】単独事業所調査票（政治・経済・文化団体、
宗教）（案）【抜粋】 

青色申告（一般用）該当箇所 

参考資料２
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● この項目は、「損益計算書」を基に記入してください（各項目の内容は、下表を参照してください。）。

会社以外の法人については「正味財産増減計算書」、「事業活動収支計算書」などを基に記入してください。

なお、別途「損益計算書」を作成している場合は「損益計算書」の該当金額も含めて記入してください。

● 平成 27 年に事業所を移転している場合は、移転前と移転後の金額の合計を記入してください。 

● 「本所・本社・本店」については「支所・支社・支店」を含めた組織全体の金額を記入してください。 

項 目 
会社 

会社以外の法人 
金融業、保険業以外 金融業、保険業 

① 売上（収入）金額 ・ 商品等の販売額又は役務の給付によって実現した売上

高、営業収益、完成工事高などを記入してください。 

・ 有価証券、土地・建物、機械・器具などの有形固定資

産など、財産を売却して得た収入は含めません。 

・ 経常収益を記入してく

ださい。 

・ 経常収益を記入してくだ

さい。 

※ 「宗教」については、宗

教法人法第６条第２項に

規定する公益事業以外

の事業に係る収入（例：

駐車場収入、借地・借家

等の収益事業の収入）を

記入してください。喜捨、

お布施、献金、玉串料な

どは含めません。 

② 費用総額（売上原価＋ 

販売費及び一般管理費）

・ 売上（収入）金額に対応する費用総額（売上原価＋

販売費及び一般管理費）を記入してください。 

・ 経常費用を記入してください。 

 ③ うち売上原価 ・ 費用総額のうち売上原価について記入してください。 

売上原価は、売上高に対応する商品仕入原価、製造原

価、完成工事原価、サービス事業の営業原価及び減価

償却費（売上原価に含まれるもの）の合計になります。 

・ 記入不要です。 

主
な
費
用
項
目 

④ 給与総額 ・ 売上原価（人件費、製造原価に含まれる労務費）、販売費・一般管理費に含まれるものを記入してください。 

・ 役員（非常勤を含む）及び従業者（臨時雇用者を含む）に対する給与（所得税・保険料等控除前の役員報酬、

役員賞与（賞与引当金繰入額を含む）、労務費、給与、賞与（賞与引当金繰入額を含む）、手当、賃金等）の総

額を記入してください。ただし、退職金は含みません。 

・ 別経営の事業所に出向・派遣している従業者に支給している給与を含みます。 

⑤ 福利厚生費 

（退職金を含む） 

・ 会社負担の法定福利費（厚生年金保険法、健康保険法、介護保険法、労働者災害補償保険法等によるもの）、福

利施設負担額、厚生費、現物給与見積額、退職給付費用、退職金等の総額を記入してください。 

⑥ 動産・不動産賃借

料 

・ 土地、建物、機械等の賃借料の総額を記入してください。 

・ 経理上売買扱いとなっているリース支払額は含みません。 

⑦ 減価償却費 ・ 固定資産に係る減価償却費を記入してください。「売上原価」、「販売費及び一般管理費」それぞれに計上され

た減価償却費の合計になります。 

⑧ 租税公課 

（法人税、住民税、

事 業 税 を 除

く） 

・ 営業上負担すべき固定資産税、自動車税、印紙税等の総額を記入してください。 

・ 収入課税の事業税（電気業、ガス業）はここに含めます。 

・ 税込経理の方法をとっている場合の納付すべき消費税については、ここに含めます。 

・ 法人税、住民税、所得課税の事業税は含みません。 

⑨ 外注費 ・ 業務の一部又は全部を他の企業へ委託、下請け、その他の形式で発注した経費を記入します。 

・ 人材派遣会社への支払いも含みます。 

⑩ 支払利息等 ・ 借入金等に対する支払利息等の総額を記入してくださ

い。 

※ 営業外費用に計上する支払利息等が該当します。

（「②費用総額」の内数ではありません。） 

・ 借入金等に対する支払利息等の総額を記入してくだ

さい。 

・ 「銀行業」及び「共同組織金融業」の場合は記入

不要です。 

９ 企業全体の売上（収入）金額、費用総額及び費用項目「個人経営以外」

● 「確定申告」を参考にして記入することができます。各項目と「確定申告」との対応は、下表の科目の番号を

参照してください。 

● 平成 27 年に事業所を移転している場合は、移転前と移転後の金額の合計を記入してください。 

● 「本所・本社・本店」については「支所・支社・支店」を含めた組織全体の金額を記入してください。 

項 目 
青色申告 白色申告 

（一般用） （現金主義用） （不動産所得用） （一般用） （不動産所得用）

① 売上（収入）金額 科目① 科目④ 科目④ 科目④ 科目⑤ 

② 費用総額（売上原価＋経費計） 科目⑥＋科目32 科目⑫ 科目⑱ 科目⑨＋科目⑱ 科目⑫ 

主
な
費
用
項
目 

③ 給料賃金（専従者給与を除く） 科目⑳ 科目⑥ 科目⑪ 科目⑪ 科目⑥ 

④ 地代家賃 科目㉓ 科目⑧ 科目⑩ 科目⑮ 科目⑨ 

⑤ 減価償却費 科目⑱ 科目⑨ 科目⑧ 科目⑬ 科目⑦ 

⑥ 租税公課 科目⑧  科目⑤ 科目㋑ 科目㋑ 

※ 「宗教」については、宗教法人法第６条第２項に規定する公益事業以外の事業に係る収入（例：駐車場収入、

借地・借家等の収益事業の収入）を記入してください。喜捨、お布施、献金、玉串料などは含めません。 

９ 企業全体の売上（収入）金額、費用総額及び費用項目「個人経営」 

● 平成 27 年１月から 12 月までの１年間について記入してください。 
※ 平成 27 年１月から 12 月までの１年間で記入できない場合は、平成 27 年を最も多く含む決算期間について記入してください。 

※ 営業期間が１年に満たない場合であっても記入してください。 

● 「①売上（収入）金額」欄及び「②費用総額」欄は、金額が５千円未満又は金額がない場合は「０」万円と記入してください。 

● 税務情報につきましては、「申告書等閲覧サービスの実施について（事務運営指針）」により本人及び税理士

など代理人以外は閲覧できない制度となっておりますので、本調査での回答をお願いします。 

※ 「申告書等閲覧サービスの実施について（事務運営指針）」の詳細は、国税庁のホームページをご覧ください。 

 
申告書 閲覧サービス 

記入上の注意 

平成 28 年経済センサス‐活動調査『調査票の記入のし
かた』【11】産業共通調査票（案）【抜粋】 

青色申告（一般用）該当箇所 


